
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

43経営体

１カ所

202 370

長野県北部の地震で被災した栄村の営農活動再開に

必要な機械・施設の整備を支援

　補助先：１村

265,500 53,650 4,050

278 0

合計 315,851 116,211 233,420

成果目標の達成状況

項目

規模拡大等に取り組

む経営体

39経営体 33経営体 未達成

達成ー １カ所 １カ所ライスセンターの整備

事業番号 ０９ ０６ 12 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 経営体育成支援事業経営体育成支援事業経営体育成支援事業経営体育成支援事業
担

当

課

部局 農政部

1 夢ある農業を実践する経営体の育成 実施期間 H２３ ～

県が関与

する理由

課・室 農村振興課

総合５か年

計画

プロジェクト  3-4-2 環境・エネルギー自立地域創造プロジェクト E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

1-3　夢に挑戦する農業

農業経営体育成の支援に要する経費 351

被災地域農業復興総合支援事業 補助金

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（その他）

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助を有効活用して実施することが効果的である。

（経営体育成支援事業：平成２５年度新規事業）

（被災地域農業復興総合支援事業：東日本大震災復興交付金交付要綱）

　地域農業の担い手として、農地の利用集積及び生産性の向上に取り組み、効率的かつ安定的な農業経営を実践する経営体の増加・育

成を目指す。

　長野県北部の地震により被災した栄村の農業復興を目指す。

　農業生産を担う基幹的農業従事者の高齢化（平成22年度：65歳以上が69％）による離農、規模縮小とともに農家数も減少傾向にあるた

め、農業生産力が低下したり農地の有効活用が困難になりつつある。

　長野県北部の地震により農業関連施設及び機械等が被災したことにより、生産意欲の減退や農村機能の維持が危惧されている。

　経営規模の拡大等を図る経営体　39経営体：当該事業により地域農業の担い手として育成

　営農活動の再開に必要な施設（ライスセンター）の整備１カ所

経常経費 直接

合計（A) 13,368 410,782

ー

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算） （当初）

経営体育成支援事業 補助金

人・農地プランに位置付けられた地域農業の担い手と

なる経営体を育成するため、経営規模拡大等を図るた

めに必要な農業用機械等の導入を支援

　補助先：16市町村

50,000 62,081 229,000

被災地域農業復興総合支援事業 積立金

長野県北部の地震で被災した栄村の営農活動再開に

必要な機械整備のための積立金

0

25年度25年度25年度25年度 26年度

当初予算 13,956

補正予算 -588 320,519 -11,610

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

351 315,851 233,420

177,362

Aの

財源

320,870 304,241

概　算

人件費

5.06 0.90 1.50 1.50

41,785

11,453 289,981 116,211

12,387

11,153 351 351 160,782

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　今後も補助事業を活用し、経営体の育成・確保を推進するため、農業用機械、施設の導入を支援していく。

　長野県北部地震により被災した栄村の営農活動再開に向け、農業関連施設等の整備を引き続き行っていく。

目標に対

する成果

の状況

　33経営体で農業用機械等の導入により経営規模の拡大等が図られた。

　６経営体から自己都合による事業の取り下げがあったことから目標を下回った。

　長野県北部地震により被災した栄村の営農活動を再開するための共同利用施設を導入することができた。

　なお、平成２６年度は国からの補助金内示額が県当初予算を下回ったため、目標を変更する。

 概算事業費（B（A）+C） 53,238 297,413 128,598 423,169

7,432 12,387

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

2,215 638 231,012 21,000

0 319,881 72,878 229,000


